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1 はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では甚大な

被害を受け，被災地では通信インフラの利用状況に問題

が発生した．その一つの問題としてインターネットアク

セス網となる通信基地局に故障・輻輳が発生したことが

挙げられる．先の震災では SNS の活用を通じて[1]，携

帯端末を連絡手段とすることが可能だったが，一部の地

域では通信基地局へのアクセスが不可能だったため，安

否の確認が困難となった．また，各自治体では非常時用

の通信インフラとして防災行政無線を所有している．し

かしながら，平時の利用が少なかったため整備が十分に

行われておらず，東日本大震災においても利用不可能な

地域が多数存在したため[2]，平時や非常時を問わず利用

できる通信インフラや連絡手段の必要性が高まっている． 

一 方 で ，  DTN (Delay / Disruption Tolerant 

Network)[3]は通信が安定しない環境でエンドツーエンド

通信を実現するための通信方式であり，被災地での活用

が期待されている．そこで本論文では被災者が所有する

スマート端末をノードとした DTN ベースのマルチホッ

プネットワークを提案する．本システムはスマート端末

上での動作を前提とし，更にノードが移動することを考

慮した機能を実現する． 

2 システム概要 

2.1 機能要件 

本論文で我々は以下 2 つの機能を提案する．1 つ目は

災害発生後にネットワーク環境に依存しない通信機能で

ある．被災者が持つスマート端末をノードとして，アド

ホック通信と DTN でマルチホップネットワークを構築

し，災害情報の転送を行なう．この災害情報は複数台の

スマート端末を中継してインターネット接続が可能な場

所まで転送が行われ，最終的にはインターネットを介し

て災害対策本部の災害情報クラウド[4]に転送される．ま

た，災害時には多数の情報のやり取りが発生するため，

同じ情報データが重複することで，被災地内のネットワ

ークに冗長な通信が発生してしまう．そこで，災害情報

が転送された経路表としてノードとの通信履歴をスマー

ト端末上で管理し，複数台のノードと隣接するときにデ

ータの転送や接続順の決定に利用する． 

 2 つ目に被災者の移動によってリンク切断が発生する

点に着目した機能を実現する．データ転送中にノードが

通信範囲外に移動した場合，リンク切断が発生する可能

性がある．これにより，転送データのフラグメンテーシ

ョンで分割されたセグメントの一部を転送した状態でリ 

 

 

 

 

ンク切断する可能性もあり，その時の通信が無駄となっ

てしまう．そこで本システムではこの問題を解決するた

めにスマート端末に内蔵されるセンサーを活用する．セ

ンサーから移動速度と移動方向を取得し，災害情報の転

送前にセンサーデータを送受信し，算出される相対速度

を基に通信可能時間内に転送が完了できるサイズの災害

情報の選択を行なう．この機能によってあるノードの通

信範囲内にに車両と歩行者がいた場合に，それぞれの移

動速度に適した容量の災害情報を選択することで，確実

により多くの災害情報の転送を実現する． 

2.2 システム概要 

 
図 1 : システム構成図 

本研究のシステム構成を図 1 に示す．本構成では被災

エリアを内陸部と山間部と沿岸部と想定し，災害によっ

て各地域の携帯通信網の基地局が破損し，携帯通信を利

用したインターネットアクセスが利用できない状態を示

している．各地域では平時利用しているインターネット

アクセス網の代替として本システムによるアドホック通

信を介してマルチホップネットワークを展開する．ノー

ドとなるスマート端末を所持する被災者がそれぞれ移動

することを前提とし，内陸部と沿岸部では歩行と車両で

移動する所持者がいると想定する．そのため歩行者間通

信，車々間通信，歩車間通信が発生する．沿岸部と内陸

部に挟まれる山間部は自動車での移動が多くなるため

車々間通信が主となると想定する． 

本システムのマルチホップネットワークを介して災害

情報は Relay Node または他のインターネットが利用で

きる地点まで中継される．本システムで扱う災害情報は

最終的にインターネット接続を介して災害対策本部の災

害情報クラウドに転送される．災害対策本部には災害情

報を収集するクラウドが設置されており，災害発生後も

非常用の電力供給装置による電気の供給及びインターネ

ット接続が利用できることを前提とする．また災害対策

本部が収集した災害情報はインターネットを通して他の

地域にも転送される． 
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3. プロトタイプシステム 

 本システムの有効性を確認するためのプロトタイプシ

ステム構成を図 2 に示す．本システムでは複数台の

nexus 7 を用いて，マルチホップネットワークを構築す

る．これらの端末は Android OS で動作するため，

Android SDK を使用したアプリケーションで本システム

の機能を実装可能である． 

 Relay Nodeおよび災害対策本部のクラウドは既存のシ

ステム[4][5]を組み合わせて実現する． 

図 2: プロトタイプ構成図 

4. 評価 

 本システムのプロトタイプ構成に基づいて，WiFi 

Direct を使用したアドホック通信で通信性能を測定する

アプリケーションを実装した．この測定用アプリケーシ

ョンを用いて，以下の 2 つの通信実験を実施し本研究の

マルチホップネットワークを評価した． 

 1 つ目の実験では 2 台の端末を使用して，端末間の距

離を 10~90m の範囲で 10m 毎にスループット及びパケ

ットロスの測定を 10回行ない，平均値のグラフを図 3に

示す．実験結果から，スループットとパケットロスの性

能は両方とも 40m まで大きく変化することなく，その後

50m から両方とも徐々に低下していき，80m 以降の通信

はデータの到達率が激しく低下することが分かった． 

 
図 3 実験 1の測定グラフ 

2 つ目の実験ではスマート端末を 50m 毎に 7 台まで増

やしてマルチホップネットワークを構築し，エンドツー

エンド転送時間を測定した．この実験では測定用のデー

タサイズを 1MB，512KB，1KB と設定しており，それ

ぞれの測定結果を図 4 に示す．実験結果のグラフより各

データサイズにおいてエンドツーエンド転送時間が一定

に増加した．結果が一定に変化したことからホップ数 n

のときの大まかなエンドツーエンド時間やスループット

が推定可能であると考えられる． 

 
図 4 実験 1の測定グラフ 

 2 つの実験を通して，データ転送時に TCP 接続の確立

を行なうまでのプロトコル処理時間に約 3 秒程度要する

ことがわかった．そのため 2 つ目の実験の 1 ホップの転

送時間ではそれぞれ同等の時間がかかっている．今後は

ノードが移動する環境での通信実験を実施し，時間経過

に伴う転送量を測定する． 

5. まとめと今後の課題 

本論文では，災害時の通信インフラの環境に依存しな

い DTN ベースのマルチホップネットワークを提案した．

本システムはスマート端末上で機能するため，特殊な通

信機器などを必要としないで利用することが可能である．   

また，ノードの移動を考慮した機能として，本システ

ムでは端末に内蔵されるセンサーを活用し，通信可能時

間内に転送が完了できるサイズのデータを選択すること

で，データの転送件数の向上を目指す．そして実装した

プロトタイプシステムの評価として通信実験により性能

を測定した．今後は移動するノードを取り入れた通信実

験を行ない，センサーを使用した機能及びシステム全体

の評価を行なっていく． 
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